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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

回次 
第48期

第２四半期連結
累計期間 

第48期
第２四半期連結

会計期間 
第47期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円）  8,221,858  4,068,074  17,222,439

経常利益又は経常損失(△）（千

円） 
 23,823  △121,694  408,502

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円） 
 △89,728  △92,391  172,522

純資産額（千円）  －  14,642,535  14,802,059

総資産額（千円）  －  24,342,753  24,262,713

１株当たり純資産額（円）  －  920.52  930.73

１株当たり四半期純損失（△）又

は当期純利益（円） 
 △5.65  △5.82  10.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  －  60.0  60.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △165,364  －  △169,924

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △149,744  －  △264,669

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 165,017  －  555,886

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －  1,162,601  1,312,692

従業員数（人）  －  537  522



２【事業の内容】 

当第2四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は［ ］内に、当第2四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は［ ］内に、当第2四半期会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

  

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 537 [137]

  平成20年９月30日現在

従業員数（人） 395 [110]



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績（事業部門別）は、次のとおりであります。 

 （注） 金額は、販売価格によっております。 

  

(2）受注実績 

 当第２四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

 （注） 当社グループは、見込生産の他、他社よりのＯＥＭ受注による生産を行っております。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績（事業部門別）は、次のとおりであります。 

売上実績の内訳 

 （注）１．当第2四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

1.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％）

宝飾事業  1,002,827  －

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％）

宝飾事業  376,955  －

区分 

当第２四半期連結会計期間
自平成20年７月１日 
至平成20年９月30日 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

宝飾事業            

ダイヤモンド及びダイヤ

モンド関連ジュエリー 
 1,278,360  31.4

貴石及び貴石関連ジュエ

リー 
 365,518  9.0

真珠及び真珠関連ジュエ

リー 
 349,530  8.6

ファッションジュエリー  364,241  9.0

ブランドジュエリー  718,980  17.7

インポートジュエリー  126,065  3.1

デザイナージュエリー  330,820  8.1

加工・リメイク  100,313  2.5

生産事業ＯＥＭ製品  316,139  7.8

小計  3,949,969  97.1

健康産業事業  89,306  2.2

不動産（貸ビル）事業  28,799  0.7

合計  4,068,074  100.0

（輸出売上高（内数））  (65,348)  (1.6)

企業名 

当第2四半期連結会計期間
自平成20年７月１日 
至平成20年９月30日 

金額（千円） 割合（％）

株式会社そごう  421,833  10.4



２【経営上の重要な契約等】 

 当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）当第2四半期連結会計期間の経営成績の分析 

 当第2四半期連結会計期間における我が国経済は、米国景気の後退、急激な円高、原油・原材料価格の高騰

などにより企業収益は悪化、設備投資や個人消費が伸び悩み、景気減速傾向が強まる状況で推移しておりまし

たが世界的な金融危機から先行き不透明感を一層強めております。 

 こうした中、当社グループは前期末よりスタートした「スイートテン・ダイヤモンド」、「ロイヤル・アッ

シャー・ダイヤモンド」が順調に推移しましたが、高額品の売上が伸び悩み、当第2四半期連結会計期間の連

結売上高は4,068百万円となりました。連結営業利益につきましては、8月以降急落したプラチナ地金の評価損

79百万円を計上し△43百万円となりました。連結経常利益につきましては、プラチナの先物取引による評価損

等38百万円が発生し△121百万円となり、連結四半期純利益は△92百万円となりました。 

  

 当第2四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して80百万円増加し、24,342百万円と

なりました。流動資産は154百万円増加して16,486百万円となりました。主な要因は売掛金・受取手形の増加

291百万円、前渡金の減少190百万円等によるものです。固定資産は74百万円減少して7,856百万円となりまし

た。有形固定資産は47百万円減少して4,848百万円となりました。無形固定資産は36百万円増加して147百万円

となりました。投資その他の資産は63百万円減少して2,860百万円となりました。 

 当第2四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較して239百万円増加して9,700百万円と

なりました。流動負債は375百万円増加して8,791百万円となりました。主な要因は短期借入金の増加295百万

円、未払法人税等の増加101百万円等によるものです。固定負債は135百万円減少して908百万円となりまし

た。主な要因は役員退職慰労引当金の減少100百万円です。 

 当第2四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末と比較して159百万円減少して14,642百万円

となりました。主な要因は配当金79百万円、四半期純損失の計上89百万円によるものです。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第2四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、平成21年3月期第1

四半期連結会計期間末に比べ267百万円減少し、当第2四半期連結会計期間末には1,162百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は96百万円です。主な要因は棚卸資産の減少額429百万円、仕入債務の減少

額158百万円、税金等調整前当期純利益の減少114百万円、売上債権の増加額73百万円です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は153百万円です。主な要因は定期預金の預入による支出200百万円、無形固定

資産の取得56百万円、保険積立金の解約による収入158百万円です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は210百万円です。主な要因は短期借入金の純減少額185百万円、長期借入金

の返済による支出25百万円です。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第2四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び 

新たに生じた課題はありません。 

（４）研究開発活動 

 当第2四半期連結会計期間における研究開発活動としては 

①デザインネックレスの新製品の開発 

②ダイヤモンドの全周ネックレスの継続的開発 

を行いました。なお、当第2四半期連結会計期間における研究開発費の総額は16百万円であります。    

      （５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

      当第2四半期連結会計期間において、当連結会社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更及び新 

     たに生じたものはありません。なお、経営戦略の現状と見通しは下記（７）のとおりであります。 

   （６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

      ①資金調達の方法 

       当社グループの運転資金につきましては、「営業活動によるキャッシュ・フロー」を原資として、必要な

      場合は金融機関からの短期的な借入を行い、調達することとしております。 

      ②流動性について 

       当第２四半期連結会計期間末において、現金及び預金が1,162百万円あり、手元流動性は十分と 



      考えております。 

   （７）経営者の問題認識と今後の方針について 

      当期より次の50年の新たなる成長・事業拡大を目指してその為の基盤作りをする為に、中期経営計画 

     「N-EXT50」を立ち上げました。その骨子は下記の３点となっております。 

      ①ブランドの選択と集中・強化 

      ②業務構造改革による収益力強化 

      ③世代交代と人材育成 



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第2四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  40,000,000

計  40,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  16,773,376  16,773,376
東京証券取引所（市場第

二部） 
― 

計  16,773,376  16,773,376 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個）  352

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  352,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり444円 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 

至 平成22年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  

資本組入額  

444

222

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社または当社子会社に在籍して

いることを要する。 

ただし、任期満了による退任、転籍その他正当な理由の

ある場合はこの限りではない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
質入れその他の処分及び相続は認めないものとする。譲

渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  



（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成20年7月1日～

平成20年9月30日 
 －  16,773,376  －  5,323,965  －  6,273,913

（５）【大株主の状況】 

 （注）当社は自己株式901千株を保有しておりますが、上記大株主には含めておりません。 

  

  

  平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 有限会社エムエフ長堀  東京都台東区一丁目12番4号  2,180  12.99

 エスアイエスセガインターセト

ルエージー（常任代理人 株式会

社三菱東京UFJ銀行） 

 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号  1,017  6.06

 第一生命保険相互会社  東京都千代田区有楽町一丁目13番1号  938  5.59

 株式会社りそな銀行  大阪市中央区備後町二丁目2番1号  788  4.70

 長堀 守弘  東京都台東区  663  3.95

 日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
 東京都中央区晴海一丁目8番11号  569  3.39

 株式会社常陽銀行（常任代理人 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社） 

 東京都港区浜松町二丁目11番3号  534  3.18

 ソシエテジェネラルエヌアール

エイエヌオーディティティ（常任

代理人 香港上海銀行） 

 東京都中央区日本橋三丁目11番1号  447  2.66

 株式会社三菱東京UFJ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目7番1号  407  2.42

 竹田 和平  名古屋市天白区  400  2.38

計 －  7,943  47.35



（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式4,000株を含めております

が、「議決権の数」欄では、対応する議決権の数4個を除いております。  

  

②【自己株式等】 

  

  平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 901,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 15,766,000
 15,762 － 

単元未満株式 
普通株式 

 106,376
－ 

1単元(1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  16,773,376 － － 

総株主の議決権 －  15,762 － 

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ナガホリ 
東京都台東区上野一

丁目15番３号 
 901,000  －  901,000  5.37

計 －  901,000  －  901,000  5.37

２【株価の推移】 

（当該四半期累計期間における月別最高・最低株価） 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

月別 
平成20年 
４ 月 

５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

最高（円）  320  315  313  295  280  252

最低（円）  289  289  283  260  221  207



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人日本橋事務所による四半期レビューを受けております。 

  



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,162,601 1,312,692

受取手形及び売掛金 2,637,889 2,345,986

商品 10,565,346 10,555,270

製品 810,912 694,286

原材料 280,667 352,187

仕掛品 495,747 515,964

貯蔵品 95,520 95,188

繰延税金資産 203,029 140,056

その他 273,650 359,032

貸倒引当金 △39,178 △39,331

流動資産合計 16,486,186 16,331,334

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,168,478 3,159,716

減価償却累計額 △1,948,563 △1,902,158

建物及び構築物（純額） 1,219,915 1,257,558

機械装置及び運搬具 1,471,193 1,448,626

減価償却累計額 △1,230,037 △1,201,394

機械装置及び運搬具（純額） 241,155 247,231

土地 3,179,658 3,179,658

その他 666,370 661,935

減価償却累計額 △458,610 △450,049

その他（純額） 207,760 211,885

有形固定資産合計 4,848,489 4,896,334

無形固定資産 147,904 111,055

投資その他の資産   

投資有価証券 900,698 1,007,847

長期貸付金 264,657 265,257

繰延税金資産 309,841 311,162

その他 1,829,153 1,781,738

貸倒引当金 △444,178 △442,017

投資その他の資産合計 2,860,172 2,923,989

固定資産合計 7,856,566 7,931,379

資産合計 24,342,753 24,262,713



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 843,697 863,831

短期借入金 7,269,000 6,974,000

1年内返済予定の長期借入金 20,004 60,004

未払法人税等 101,157 －

賞与引当金 103,440 95,399

役員賞与引当金 19,854 26,100

その他 434,647 396,923

流動負債合計 8,791,800 8,416,258

固定負債   

長期借入金 4,981 14,983

退職給付引当金 285,966 263,664

役員退職慰労引当金 346,107 446,282

再評価に係る繰延税金負債 64,903 64,903

その他 206,458 254,560

固定負債合計 908,416 1,044,394

負債合計 9,700,217 9,460,653

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,323,965 5,323,965

資本剰余金 6,275,173 6,275,173

利益剰余金 4,417,954 4,587,055

自己株式 △369,012 △368,403

株主資本合計 15,648,081 15,817,790

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △32,138 △19,568

繰延ヘッジ損益 △40,604 △58,665

土地再評価差額金 △964,867 △964,867

評価・換算差額等合計 △1,037,610 △1,043,102

少数株主持分 32,063 27,370

純資産合計 14,642,535 14,802,059

負債純資産合計 24,342,753 24,262,713



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 8,221,858

売上原価 5,408,021

売上総利益 2,813,837

販売費及び一般管理費 2,670,020

営業利益 143,816

営業外収益  

受取利息 1,951

受取配当金 8,816

投資有価証券売却益 799

保険解約返戻金 16,264

その他 9,612

営業外収益合計 37,444

営業外費用  

支払利息 70,783

手形売却損 12,148

持分法による投資損失 25,618

為替差損 7,317

デリバティブ評価損 38,144

その他 3,426

営業外費用合計 157,438

経常利益 23,823

特別利益  

有形固定資産売却益 9,946

特別利益合計 9,946

特別損失  

投資有価証券評価損 71,123

たな卸資産評価損 15,778

その他 696

特別損失合計 87,598

税金等調整前四半期純利益 △53,828

法人税、住民税及び事業税 96,628

法人税等調整額 △65,420

法人税等合計 31,208

少数株主利益 4,692

四半期純利益 △89,728



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 4,068,074

売上原価 2,759,903

売上総利益 1,308,170

販売費及び一般管理費 1,351,211

営業利益 △43,040

営業外収益  

受取利息 1,426

受取配当金 3,381

投資有価証券売却益 799

その他 1,964

営業外収益合計 7,572

営業外費用  

支払利息 35,566

手形売却損 5,258

持分法による投資損失 8,170

為替差損 △906

デリバティブ評価損 38,144

その他 △7

営業外費用合計 86,226

経常利益 △121,694

特別損失  

投資有価証券評価損 △23,303

たな卸資産評価損 15,778

その他 696

特別損失合計 △6,828

税金等調整前四半期純利益 △114,866

法人税、住民税及び事業税 66,637

法人税等調整額 △92,182

法人税等合計 △25,544

少数株主利益 3,070

四半期純利益 △92,391



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 △53,828

減価償却費 115,932

投資有価証券評価損益（△は益） 71,123

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,007

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

△77,874

受取利息及び受取配当金 △10,767

支払利息 70,783

持分法による投資損益（△は益） 25,618

有形固定資産売却損益（△は益） △9,946

売上債権の増減額（△は増加） △308,760

たな卸資産の増減額（△は増加） △35,296

仕入債務の増減額（△は減少） 106,574

その他 △3,356

小計 △107,790

利息及び配当金の受取額 10,800

利息の支払額 △72,903

法人税等の支払額 4,528

営業活動によるキャッシュ・フロー △165,364

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △200,000

有形固定資産の取得による支出 △50,452

有形固定資産の売却による収入 12,649

無形固定資産の取得による支出 △56,655

投資有価証券の取得による支出 △16,514

保険積立金の解約による収入 158,160

貸付金の回収による収入 1,600

その他 1,468

投資活動によるキャッシュ・フロー △149,744

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 295,000

長期借入金の返済による支出 △50,002

自己株式の取得による支出 △608

配当金の支払額 △79,371

財務活動によるキャッシュ・フロー 165,017

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △150,090

現金及び現金同等物の期首残高 1,312,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,162,601



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

 重要な資産の評価基準及び評価方法の変

更 

（１）たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として個別法による原

価法によっておりましたが、第1四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第9号平成18年7

月5日）が適用されたことに伴い、主とし

て個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。この変

更に伴う当第2四半期連結累計期間の損益

に与える影響は軽微であります。 

【簡便な会計処理】 

  

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

２．たな卸資産の評価方法  たな卸資産の簿価切下げに関しては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う

方法によっております。  

３．繰延税金資産の回収可能

性の判断 

 前事業年度決算において使用した将来業

績予測やタックス・プランニングを利用し

ております。 



【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

1.受取手形割引高 千円1,266,825 1.受取手形割引高 千円1,590,401

（四半期連結損益計算書関係） 

  

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給与 千円820,600

賞与引当金繰入額        千円78,819

役員賞与引当金繰入額       千円19,854

退職給付費用       千円32,203

役員退職慰労引当金繰入額       千円40,324

貸倒引当金繰入額     千円2,007

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給与  千円416,923

賞与引当金繰入額        千円58,915

役員賞与引当金繰入額       千円11,235

退職給付費用       千円14,714

役員退職慰労引当金繰入額       千円21,906

貸倒引当金繰入額     千円1,724



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

 現金および現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年9月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 千円 1,162,601

現金及び現金同等物 千円 1,162,601

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式 株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

      （2）基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間

        末後となるもの 

  

  

    

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

16,773,376

901,376

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  79,371  5  平成20年３月31日  平成20年６月27日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月14日 

取締役会 
普通株式  79,360  5  平成20年9月30日  平成20年12月1日 利益剰余金 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第2四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 事業の種類として「宝飾事業」「健康産業事業」および「不動産事業」に区分していますが、「宝飾事業」の

売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第2四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当第2四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

当第2四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

当第2四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 対象物の種類が商品であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、か  

つ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 対象物の種類  取引の種類  契約額等（千円）  時価（千円）  評価損益（千円） 

 商品  先物取引  126,946  83,373  △43,573 



（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第2四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第2四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 920.52円 １株当たり純資産額 930.73円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 △5.65円 １株当たり四半期純利益金額 △5.82円

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、1株当たり四半期純損失であり、また希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について

は、1株当たり四半期純損失であり、また希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  △89,728  △92,391

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  △89,728  △92,391

期中平均株式数（株）  15,873,288  15,872,787

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

（重要な後発事象） 

  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

  



２【その他】 

平成20年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   （イ）中間配当による配当金の総額        79,360千円 

  （ロ）1株当たりの金額              5円00銭 

  （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成20年12月1日 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月13日

株式会社ナガホリ 

取締役会 御中 

監査法人 日本橋事務所 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山村 浩太郎 印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 千保 有之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている 

株式会社ナガホリの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガホリ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



【表紙】 
  

  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成 20年11月14日 

【会社名】 株式会社ナガホリ 

【英訳名】 NAGAHORI CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 長堀 慶太 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理本部長 笹岡 悠一 

【本店の所在の場所】 東京都台東区上野一丁目15番3号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町2番1号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

 当社代表取締役長堀慶太及び最高財務責任者笹岡悠一は、当社の第48期第2四半期（自平成20年7月１日 至平成20

年9月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

２【特記事項】 

 特記すべき事項はありません。 
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